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令和７年度内部統制評価報告書 
 

豊田市は、地方自治法第 150 条第４項の規定に基づき、令和７年度の内部統制の整備
及び運用状況について点検及び評価を実施し、報告書を作成しました。 
 
１ 内部統制の整備及び運用に関する事項 
  豊田市長は、豊田市の内部統制の整備及び運用に責任を有しており、「豊田市内部統

制に関する方針」を策定し、当該方針に基づき財務等に関する事務に係る内部統制体制
の整備及び運用を行っています。 

  なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能
することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、
内部統制の目的の達成を阻害する全てのリスクを防止し、又は、当該リスクの顕在化を
適時に発見することができない可能性があります。 

 
２ 評価手続 
  本市においては、令和７年度を評価対象期間とし、令和８年３月 31 日を評価基準日

として、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成 31 年
３月総務省公表。令和６年３月改定。以下「ガイドライン」という。）の「Ⅳ 内部統制
評価報告書の作成」に基づき、本市が取り扱う事務に係る内部統制の評価を実施しまし
た。 

また、本市行政委員会及び公営企業については、市長と連携して効率的かつ適正な事
務の執行により住民の福祉の向上を図るという組織目的に鑑み、市長部局と統一基準に
より内部統制の推進・評価を行うことが求められることから、各行政委員会及び公営企
業についても、市長部局と同様の内部統制の取組を進めると共に評価を行い、その結果
を本報告書に記載しています。 

 
３ 評価結果 

上記の評価手続のとおり評価を実施した結果、評価期間中における重大な不備を把握
したため、本市の財務等に関する事務に係る内部統制は、評価基準日において有効に整
備・運用されていないと判断しました。 

 
４ 不備の是正に関する事項 
（１）テレビ放送受信機能付きカーナビ等における NHK 放送受信未契約 

テレビ 1 台、カーナビ 37 台、携帯電話 14 台、合計 52 台の放送受信機器につ
いて、放送法第 64 条に基づく NHK との放送受信契約を結んでいなかったことが
判明しました。地方自治体が所有する車載カーナビ等について、テレビ受信機能が



  

 
 

ある場合は、受信設備ごとに契約が必要であるとの認識が不足していたことにより
発生したものです。公用車等を購入又は更新する際の注意事項について全庁に注意
喚起を行い、令和 8 年度受信契約に向けた全庁通知では、受信契約の対象となる物
件の詳細を記載し、契約漏れが生じないよう再発防止策を講じました。 
 

（２）Ｅメール利用時における不適切な取り扱い 
豊田市から送信したメールにおいて、メール受信者が他の受信者の電子メールア

ドレス（以下「アドレス」という。）を取得できる状態で送信し、個人のアドレス
11 人分が誤って流出するという事案が発生しました。本件は、担当者がメールを送
る際、直前に送った別の住民へのメールの文面を引用しようとしたところ、誤って
別の住民のアドレスが含まれたメールそのものを添付ファイルとしてしまったうえ
に、送信前に、内容に問題がないかの確認作業を怠ったために生じたものです。再
発防止として、メール送信前の確認作業を徹底するとともに、個人情報及び情報セ
キュリティに関する研修を実施し、全庁にも注意喚起を行いました。 

 
（３）豊田浄水特定土地区画整理事業の換地処分に伴う通知書類の誤送付 

豊田浄水特定土地区画整理事業の換地処分に伴い、区域内で住所が変更となった
対象者に通知する書類について、他の対象者の氏名及び住所が記載された文書（通
知文）を誤って封入、送付し、103 人分の氏名及び住所が誤って流出するという事
案が発生しました。本件は、封入封緘機を用いた作業において、本来設置すべきで
ない別の対象者宛ての通知文を誤って設置してしまったうえに、通知文の不足を印
刷不良によるものと誤認し、必要な確認を怠ったために生じたものです。封入封緘
作業の事務マニュアルを整備し所属内で周知するとともに、郵送する前に複数人に
よる確認を徹底する等の再発防止策を講じました。 
 

（４）下水道使用料の徴収誤り 
下水道使用料の徴収事務において、使用料の算定に誤りがあり、使用者 43 人分

の下水道使用料合計 10,945 円を過大に徴収していたという事案が発生しました。
本件は、令和７年４月の下水道使用料改定に伴い実施したシステム改修において、
料金改定に伴う使用料算定基準の一部をシステムへ正しく反映しなかったことで、
本来旧料金で算定すべき漏水等による使用料の金額変更を、新料金で算定しまった
ために生じたものです。再発防止策として、システム改修時には、仕様の変更箇所
に不足や誤りがないか確認する人数を増やすとともに、改修後の検証項目について
漏れがないか確認を徹底することとしました。 

 



  

 
 

 上記４件については、事務の概要、影響、原因、是正の内容を全庁的に情報共有すると
ともに、同様のリスクを含む業務を所管している場合には、あらためて業務マニュアル等
の点検、見直しを実施するなど、再発防止に取り組んでまいります。 
 

 令和８年４月１日             豊田市長 太田 稔彦
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令和７年度豊田市内部統制評価報告書に係る附属資料 
 
１ 評価対象期間 
   令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 
 
２ 取組概要 
（１）次の区分について、取組状況に不備がないかを評価した。 

ア 全庁的な内部統制 
「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（平成 31 年３

月総務省公表。令和６年３月改定。）」に掲げられた評価項目に対応する全庁的な内
部統制の整備・運用状況を確認・評価。 

 
イ 業務レベルの内部統制 
（ア）点検対象事務を抽出して不備の有無や対応状況を確認・評価 

① 業務担当者による点検 
② 各所属における点検 
③ 部局における各所属の点検状況の確認 
④ 事務局による評価 

（イ）顕在化した事務ミス案件に対する対応状況を確認・評価 
① ミス発生時の初期対応 
② 原因分析、対策立案、公表 
③ 事後の情報共有、再発防止 

 
（２）上記（１）で不備があった場合には、「整備上の不備」又は「運用上の不備」の別

を確認し、経済的社会的な影響度等を考慮の上、当該不備が「重大な不備」に該当
するかを確認し、内部統制の有効性を評価した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

整備上の不備 
・ ルールやマニュアルが存在しない、又は規定されている方針や手続では事務

ミス等が発生する可能性が高い状態となっている。 
運用上の不備 

・ リスク対応策等をマニュアルに反映させていたが、当該規定どおりに事務処
理を行わなかったため、結果としてミスが発生した。 



  

２ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 評価結果 
（１）全庁的な内部統制 

「全庁的な内部統制」に関する取組については、以下の１項目において、整備上の
重大な不備に該当すると判断したため、有効ではないと評価した。 

・テレビ放送受信機能付きカーナビ等における NHK 放送受信未契約 
 

（２）業務レベルの内部統制 
   「業務レベルの内部統制」に関する取組については、以下の３項目において整備上

の重大な不備及び運用上の重大な不備に該当すると判断したため、有効ではないと評
価した。 

   ・整備上の重大な不備 
下水道使用料の徴収誤り 

   ・運用上の重大な不備 
Ｅメール利用時における不適切な取り扱い 
豊田浄水特定土地区画整理事業の換地処分に伴う通知書類の誤送付 

 
４ その他 

他の任命権者の業務については、法に規定する内部統制の方針及び内部統制体制の
整備等の直接の対象となるものではないが、内部統制に準じた対応が可能となる点検
項目等については、同様の点検・評価を行った結果を本報告書に合わせて記載した。 

  

整備上の重大な不備 
・ 整備上の不備のうち、当該不備が著しく不適切であり、大きな経済的・社会

的な不利益を生じさせる蓋然性が高いもの。 
運用上の重大な不備 

・ 運用上の不備のうち、不適切な事項が発生したことにより、結果的に大きな
経済的・社会的不利益を生じさせたもの。 



  

３ 
 

全庁的な内部統制に係る評価結果 
 

 附属資料の３（１）の「全庁的な内部統制」に係る評価結果の詳細に関して、次のとおり、
評価項目に対応する規定や指針等の策定状況及び運用状況を確認し、不備がないか評価した。 
 
（１）不備の状況 

●テレビ放送受信機能付きカーナビ等における NHK 放送受信未契約 
各地の自治体で公用車カーナビ等の NHK 放送受信の未契約が報じられていることを

受け、本市においても同様の事案がないか調査を行ったところ、テレビ 1 台、カーナビ
37 台、携帯電話 14 台、合計 52 台の放送受信機器が未契約であったことが判明した。
地方自治体が所有する車載カーナビ等について、テレビ受信機能がある場合は、放送法
第 64 条及び日本放送協会放送受信規約第２条に基づき、受信設備ごとの契約が必要で
あるとの認識が不足していたことにより発生したもので、未契約金額 6,443,805 円を
支払うとともに、公用車については受信不可処理、携帯電話についてはテレビの視聴が
できない機種への変更を行った。 

事案の発生を受け、公用車等を購入又は更新する際の注意事項について全庁に注意喚
起を行い、令和 8 年度受信契約に向けた全庁通知では、受信契約の対象となる物件の詳
細を記載するなど、契約漏れが生じないよう再発防止策を講じた。 

 
（２）重大な不備 

平成２５年度には他市において公用車カーナビの未契約事案が報道されていたことに
鑑みて、本市における事態の検討は不十分であり、適切な対応を怠ったものと評価した。
上記の事案が発生したことにより、結果的に大きな経済的・社会的不利益を生じさせて
おり、整備上の重大な不備に当たると判断した。 

 
 

  



  

４ 
 

○全庁的な内部統制の評価 
 
【基本的要素】統制環境 

１ 長は、誠実性と倫理観に対する姿勢を表明しているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

１－１ 長は、地方公共団
体が事務を適正に管理及
び執行する上で、誠実性
と倫理観が重要であるこ
とを、自らの指示、行動
及び態度で示している
か。 

・ 豊田市職員倫理条例に職員が遵守すべき職務
に係る倫理原則を定めるとともに、豊田市職
員倫理規則に倫理の保持を図るために必要な
事項を定めている。 

・ 豊田市内部統制に関する方針において、「市民
に信頼される自治体として」との記載から誠
実性と倫理観が重要であることを示してい
る。 

不備 
なし 

１－２ 長は、自らが組織
に求める誠実性と倫理観
を職員の行動及び意思決
定の指針となる具体的な
行動基準等として定め、
職員及び外部委託先、並
びに、住民等の理解を促
進しているか。 

・ 豊田市職員倫理条例に職員が遵守すべき職務
に係る倫理原則を定めるとともに、豊田市職
員倫理規則に倫理の保持を図るために必要な
事項を定めている。 

・ 豊田市内部統制に関する方針を庁内外に示す
とともに、特に職員に対しては定期的に綱紀
粛正に関する通知を発出し理解の促進を図っ
ている。 

不備 
なし 

１－３ 長は、行動基準等
の遵守状況に係る評価プ
ロセスを定め、職員等が
逸脱した場合には、適時
にそれを把握し、適切に
是正措置を講じている
か。 

・ 豊田市職員の懲戒処分等の指針に懲戒におけ
るプロセスを定めるとともに、行動基準等を
逸脱した場合には「標準例」に基づき厳正に
対処している。 

・ 豊田市法令遵守推進条例・規則に、職員の職
務遂行にあたっての法令遵守体制の整備に関
することを定めるとともに、公正な職務遂行
確保のための必要な措置を講ずることとして
いる。 

・ 豊田市職員内部公益通報処理要綱に法令違反
等に関する公益通報に必要な事項を定め、法
令遵守の推進を図っている。 

不備 
なし 
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２ 長は、内部統制の目的を達成するに当たり、組織構造、報告経路および適切な権
限と責任を確立しているか 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

２－１ 長は、内部統制の
目的を達成するために適
切な組織構造について検
討を行っているか。 

・ 豊田市事務分掌条例・規則等において、各
執行機関の長の権限に属する事務を補助機
関に分掌させ職務の分離を図ることで適切
な組織構造を確保している。 

・ 豊田市職務権限規程等において、各組織・
職位の役割、責任及び権限を明確にしてい
る。 

不備 
なし 

２－２ 長は、内部統制の
目的を達成するため、職
員、部署及び各種の会議
体等について、それぞれ
の役割、責任及び権限を
明確に設定し、適時に見
直しを図っているか。 

・ 豊田市事務分掌条例・規則等において、各
執行機関の長の権限に属する事務を補助機
関に分掌させ職務の分離を図ることで適切
な組織構造を確保している。 

・ 豊田市職務権限規程等において、各組織・
職位の役割、責任及び権限を明確にしてい
る。 

・ 上記の条例等については、行政需要等の変
化に的確に対応し、適切な行政執行を図る
ため、適時見直すこととしている。 

不備 
なし 
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３ 長は、内部統制の目的を達成するにあたり、適切な人事管理及び教育研修を行っ
ているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

３－１ 長は、内部統制の
目的を達成するために、
必要な能力を有する人材
を確保及び配置し、適切
な指導や研修等により能
力を引き出すことを支援
しているか。 

・ 豊田市人材活躍基本方針に基づいて必要な
人材の確保に努めるとともに、職員の適正
や経験等に基づき適正な配置に努めてい
る。 

・ 職員研修計画に基づき実施する各種研修を
通じて、職務遂行に必要な知識及び技能の
習得等による能力の向上を図っている。 

不備 
なし 

３－２ 長は、職員等の内
部統制に対する責任の履
行について、人事評価等
により動機付けを図ると
ともに、逸脱行為に対す
る適時かつ適切な対応を
行っているか。 

・ 豊田市職員人事考課規程及び人事考課マニ
ュアルに、各職位に求められる能力や態度
を明示し、職務実績や発揮された能力等を
適切に評価している。 

・ 逸脱行為があった場合などは、懲戒指針に
基づき適時に対処している。 

不備
なし 
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【基本的要素】リスクの評価と対応 
４ 組織は、内部統制の目的に係るリスクの評価と対応ができるように、十分な明確

さを備えた目標を明示し、リスク評価と対応のプロセスを明確にしているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

４－１ 組織は、個々の業
務に係るリスクを識別
し、評価と対応を行うた
め、業務の目的及び業務
に配分することのできる
人員等の資源について検
討を行い、明確に示して
いるか。 

・ 豊田市職員定数条例を毎年度見直し、職員
定数を明示するとともに、組織機構改正や
人事異動を通じて、業務の目的及び業務に
配分することのできる人員等の資源につい
て検討している。 

不備 
なし 

４－２ 組織は、リスクの
評価と対応のプロセスを
明示するとともに、それ
に従ってリスクの評価と
対応が行われることを確
保しているか。 

・ 業務レベルの内部統制を評価するため、全
庁共通の「不備確認表」を活用しリスクの
識別・評価を明示している。 

・ 各所属における不備確認を踏まえ、内部統
制推進事務局が必要に応じて各所属に対し
てヒアリングを実施し、リスクの評価と対
応が行われることを確保している。 

不備 
なし 

 

  



  

８ 
 

５ 組織は、内部統制の目的に係るリスクについて、それらを識別し、分類し、分析 
し、評価するとともに、評価結果に基づいて、必要に応じた対応をとっているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

５－１ 組織は、各部署に
おいて、当該部署におけ
る内部統制に係るリスク
の識別を網羅的に行って
いるか。 

・ 定期監査における過去の指摘事項や事務
ミス発生案件、業務レベルの内部統制評
価の結果を踏まえ、必要に応じた対応を
とっている。 

不備
なし 

５－２ 組織は、識別され
たリスクについて、以下
のプロセスを実施してい
るか。 

1) リスクが過去に経験した
ものであるか否か、全庁
的なものであるか否かを
分類する 

2) リスクを質的及び量的
（発生可能性と影響度）
な重要性によって分析す
る 

3) リスクに対していかなる
対応策をとるかの評価を
行う 

4) リスクの対応策を具体的
に特定し、内部統制を整
備する 

・ リスクが過去に経験したものであるか否
か、リスクが全庁的なものであるか否か
は分類していないが、定期監査の指摘事
項や事務ミス案件等について庁内ネット
ワークを通じて職員に公開し、共有を図
っている。 

・ 豊田市事務ミス防止対応方針に基づき、
事務ミス等の未然防止等に関する事項及
びそれらが発生した場合の対応を行って
いる。 

・ 事務ミスや不祥事の発生時において、随
時、事務改善委員会等から事業所管課及
び制度所管課にマニュアル等の見直しを
指示している。 

不備
なし 

５－３ 組織は、リスク対
応策の特定に当たって、
費用対効果を勘案し、過
剰な対応策をとっていな
いか検討するとともに、
事後的に、その対応策の
適切性を検討している
か。 

・ 各所管課において一定の重要性があるリ
スクに対して適切な対応策を整備してい
るとともに、内部統制推進事務局が事務
ミスの顕在化した所属等に対して自己の
状況に関するヒアリングを実施すること
で、対応策の適切性を検討している。 

不備
なし 



  

９ 
 

 ６ 組織は、内部統制の目的に係るリスクの評価と対応のプロセスにおいて、当該組織
に生じうる不正の可能性について検討しているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

６－１ 組織において、自
らの地方公共団体におい
て過去に生じた不正及び
他の団体等において問題
となった不正等が生じる
可能性について検討し、
不正に対する適切な防止
策を策定するとともに、
不正を適時に発見し、適
切な事後対応策をとるた
めの体制の整備を図って
いるか。 

・ 本市で発生した事例のみならず他
団体の不祥事例について情報収集
に努め、不正等が生じる可能性を
認識し、リスク対応策を検討して
いる。一方、公用車カーナビ等の
NHK 放送受信契約に対する適切な
対応が不十分であった。 

・ 「豊田市外部公益通報処理要綱」
及び「豊田市職員内部公益通報処
理要綱」において、不適正な事案
が生じた際に必要な是正措置及び
再発防止策をとることを規定して
いる。 

公用車カー
ナビ等のＮ
ＨＫ放送受
信契約に対
する対応に
つき、整備
上の重大な
不備あり 
 
⇒ 
(1)不備の状
況及び(2)重
大な不備の
項目に記載
のとおり 

 

  



  

１０ 
 

【基本的要素】統制活動 
 ７ 組織は、リスクの評価及び対応において決定された対応策について、各部署におけ

る状況に応じた具体的な内部統制の実施とその結果の把握を行っているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

７－１ 組織は、リスクの
評価と対応において決定
された対応策について、
各部署において、実際に
指示通りに実施されてい
ることを把握している
か。 

・ 自己点検や事務局による評価等で発見さ
れた不備に対して、各所属で対応策を検
討するとともに、当該対応策が適切に実
施されているか、次回以降の自己点検や
事務局によるヒアリング等で確認してい
る。 

不備
なし 

７－２ 組織は、各職員の
業務遂行能力及び各部署
の資源等を踏まえ、統制
活動についてその水準を
含め適切に管理している
か。 

・ 各所管において統制活動が過度の負担に
ならないよう、一定の重要性があるリス
クを中心に対応している。また、必要に
応じて事務局によるヒアリング等を実施
することで統制活動の水準が確保される
ように管理をしている。 

不備
なし 

 

  



  

１１ 
 

 ８ 組織は、権限と責任の明確化、職務の分離、適時かつ適切な承認、業務の結果の検
討等についての方針及び手続を明示し適切に実施しているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

８－１ 組織は、内部統制
の目的に応じて、以下の
事項を適切に行っている
か。 

1) 権限と責任の明確化 
2) 職務の分離 
3) 適時かつ適切な承認 
4) 業務の結果の検討 

・ 豊田市事務分掌条例・規則、豊田市職務
権限規程等により、権限と責任の明確
化、職務の分離、適時かつ適切な承認を
図っている。 

・ 豊田市総合計画のミライ構想に掲げる
「将来像」を実現するため、ローリング
により施策及び事業を定期的に評価し、
事業の見直しや事業立案について、施策
推進の視点からその必要性を判断してい
る。 

不備
なし 

８－２ 組織は、内部統制
に係るリスク対応策の実
施結果について、担当者
による報告を求め、事後
的な評価及び必要に応じ
た是正措置を行っている
か。 

・ 各所属は自己点検の結果を踏まえリスク
対応策を振り返り、必要に応じて見直し
ている。 

・ 各所属による自己点検のほか、事務局に
よる評価を行い、必要に応じて見直しを
促している。 

不備
なし 

 

  



  

１２ 
 

【基本的要素】情報と伝達 
 ９ 組織は、内部統制の目的に係る信頼性のある十分な情報を作成しているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

９－１ 組織は、必要な情
報について、信頼ある情
報が作成される体制を構
築しているか。 

・ 「豊田市文書管理規程」において、
行政文書の作成方法等ついて規定し
ている。 

・ また、「文書事務の手引」等で、文書
の作成方法等を分かりやすく解説し
ている。 

不備なし 

９－２ 組織は、必要な情
報について、費用対効果
を踏まえつつ、外部から
の情報を活用することを
図っているか。 

・ 「豊田市外部公益通報処理要綱」に
基づき、外部からの情報が活用され
る体制を整備している。 

・ 包括外部監査人から監査結果の報告
を受け、指摘や意見に対する是正措
置等を講ずるなど、その情報を活用
している。 

不備なし 

９－３ 組織は、住民の情
報を含む、個人情報等に
ついて、適切に管理を行
っているか。 

・ 「個人情報の保護に関する法律」、
「豊田市個人情報保護法施行条例」、
「豊田市情報セキュリティ基本方
針」等に基づき、適切に管理してい
る。 

不備なし 
 

 
 
 
 
 
 

  



  

１３ 
 

 １０ 組織は、組織内外の情報について、その入手、必要とする部署への伝達及び適切
な管理の方針と手続を定めて実施しているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

10－１ 組織は、作成され
た情報及び外部から入手
した情報が、それらを必
要とする部署及び職員に
適時かつ適切に伝達され
るような体制を構築して
いるか。 

・ 「豊田市文書管理規程」に基づき、内部
で作成した文書及び外部から入手した文
書を適時かつ適切に処理する体制及び手
続を構築している。 

・ 定期的に部門間及び部門内での情報共有
を目的とした会議等を実施するととも
に、庁内ネットワークシステムを活用し
て適時かつ適切な情報伝達に努めてい
る。 

不備
なし 

10－２ 組織は、組織内に
おける情報提供及び組織
外からの情報提供に対し
て、かかる情報が適時か
つ適切に利用される体制
を構築するとともに、当
該情報提供をしたことを
理由として不利な取扱い
を受けないことを確保す
るための体制を構築して
いるか。 

・ 「豊田市職員内部公益通報処理要綱」及
び「豊田市外部公益通報処理要綱」にお
いて、通報及び情報提供に対して、適時
かつ適切に利用される体制を構築してい
る。 

・ また、当該通報及び情報提供をしたこと
を理由として、通報者及び情報提供者に
対して不利益な取扱いをしてはならない
ことを明確にしている。 

不備
なし 

 

  



  

１４ 
 

１１ 組織は、内部統制の基本的要素が存在し、機能していることを確かめるために、
日常的モニタリングおよび独立的評価を行っているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

11－１ 組織は、内部統制
の整備及び運用に関し
て、組織の状況に応じた
バランスの考慮の下で、
日常的モニタリングおよ
び独立的評価を実施する
とともに、それに基づく
内部統制の是正及び改善
等を実施しているか。 

・ 組織の状況や業務負担を考慮したうえ
で、各所管課において定期的に事務の自
己点検を行うとともに、事務局において
独立的な評価を実施している。 

・ 評価の過程で発見したリスクや、事務ミ
ス等により顕在化した不備については、
事務改善委員会や内部統制委員会で共有
するとともに適切に是正することとして
いる。 

不備
なし 

11－２ モニタリング又は
監査委員等の指摘により
発見された内部統制の不
備について、適時に是正
及び改善の責任を負う職
員へ伝達され、その対応
状況が把握され、モニタ
リング部署又は監査委員
等に結果が報告されてい
るか。 

・ 内部統制における自己点検及び評価の過
程で発見されたリスクは、適時に是正に
取り組むよう指示するとともに、定期的
にその経過等を確認している。 

・ 定期監査等における指摘等についても、
毎年度、措置状況等を監査委員に報告し
ている。 

不備
なし 

 

  



  

１５ 
 

【基本的要素】 ＩＣＴへの対応 
 １２ 組織は、内部統制の目的に係る ICT 環境への対応を検討するとともに、ICT を

利用している場合には、ICT の利用の適切性を検討するとともに、ICT の統制を行
っているか。 

評価項目 整備、運用の状況 
評価 
結果 

12－１ 組織は、組織を取
り巻く ICT 環境に関し
て、いかなる対応を図る
かについての方針及び手
続を定めているか。 

・ 「豊田市情報セキュリティ基本方針」、
「豊田市情報セキュリティ基本要綱」を
定め、高度な健全性を有した情報システ
ムを構築するため、情報セキュリティに
関する基本的な考え方を示している。 

・ また、情報セキュリティ対策に係る「共
通実施手順」を定め、職員が遵守すべき
情報セキュリティの基準（手続）を示す
とともに、定期的に職員研修及び点検を
実施することで、ＩＣＴの高度利用によ
る情報化を推進する体制を整備してい
る。 

・ さらに、情報セキュリティ基本要綱等に
従って情報資産が適切に管理運用されて
いることを確認するため、定期的に組織
内点検を実施している。 

不備
なし 

12－２ 内部統制の目的の
ために、当該組織におけ
る必要かつ十分な ICT の
程度を検討した上で、適
切な利用を図っている
か。 

12－３ 組織は、ICT の全
般統制として、システム
の保守及び運用の管理、
システムへのアクセス管
理並びにシステムに関す
る外部業者との契約管理
を行っているか。 

12－４ 組織は、ICT の業
務処理統制として、入力
される情報の網羅性や正
確性を確保する統制、エ
ラーが生じた場合の修正
等の統制、マスター・デ
ータの保持管理等に関す
る体制を構築している
か。 

  



  

１６ 
 

業務レベルの内部統制に係る評価結果 
 
 附属資料の３（２）の「業務レベルの内部統制」に係る評価結果の詳細に関して、次の
とおり、そのリスクを回避・軽減する取組の状況を確認し、不備の有無を確認した。 
 
（１）確認の方法 
 ①各部局・所属における事務の自己点検 
 ②実際に生じた事務ミス案件のモニタリング 
 
（２）不備の状況 
 ①各部局・所属における事務の自己点検 
   令和７年度においては、過去の監査における指摘事項等の状況等を踏まえ、以下の

重点確認項目を選定して点検を行った。 
【上半期分】 

ア 契約事務 
イ 収入事務 
ウ 補助金 
エ 物品管理 

点検項目 
不備件数 内、重大

な不備  是正済 
ア 契約事務 監督員及び検査員が任命されているか。また、職

務権限規程において定められた任命決定者が決定
しているか。 

１３ １３ ０ 

再委託を認める場合は、委託業務仕様書に、再委
託ができない「主たる部分」を記載し、再委託を
認めない場合は、再委託を認めない旨が記載され
ているか。 

９ ５ ０ 

契約時に締結した書面に記載されている、契約後
に提出を求めている書類が提出されているか。 ２１ ２１ ０ 

イ 収入事務 私人へ公金の徴収、収納事務を委託する場合に、
委託先から指定申出書の提出を受け、指定公金事
務取扱者の指定決定、指定の通知及び告示を行っ
ているか。 

１ １ ０ 

ウ 補助金 補助対象事業者から提出された領収書において、
但し書欄に補助対象事業のために購入されたもの
であることを確認できるよう、用途や内容が記載
されているか。 

０ ０ ０ 

エ 物品管理 賃貸借契約により使用している物品が全て揃って
いるか。 ０ ０ ０ 



  

１７ 
 

 
【下半期分】 

ア 過年度収支防止 
イ 契約事務 
ウ 個人情報保護 

点検項目 
不備件数 内、重大

な不備  是正済 
ア 過年度収

支防止 
・請求書が届いているのに払っていないものが

ないか。 
・契約書等に記載の支払時期を過ぎているのに

請求書をもらい忘れているものがないか。 
＜確認対象経費＞ 

使用料及び賃借料 

１ １ ０ 

・契約書等に記載の請求時期を過ぎているのに
納付書を交付していないものがないか。 

・納付書を交付したが納期限までに収入がない
ものがないか。 

＜確認対象経費＞ 
使用料、貸付料及び光熱水費 

０ ０ ０ 

イ 契約事務 委託業務仕様書において、既に廃止された「豊
田市個人情報保護条例」を遵守することと記載
されていないか。 

５ ３ ０ 

・個人情報保護、情報セキュリティの確保に関
する特記事項が、契約書に付されているか。 

・実際の委託業務に沿った内容となっている
か。 

５ ２ ０ 

・「作業責任者等報告書」が受託者から提出さ
れているか。 

・「個人情報・重要情報複製（複写）承認申請
書」などそのほか委託業務内容に応じて必要
とされる特記事項に記載の書類が受託者から
提出されているか。 

２１ ２１ ０ 

契約書に金額を記載しない積算書が添付されて
いるか。 ５ ０ ０ 

ウ 個人情報
保護 

本人確認等の手段として健康保険証の写しの提
出を求めた際、提出された当該写しの被保険者
等記号・番号等にマスキングを施しているか。 

２ ２ ０ 

 

  



  

１８ 
 

②実際に生じた事務ミス案件のモニタリング 
事務ミスの内容 不適切な事項及び是正事項 

Ｅメール利用時
における不適切
な取り扱い 

豊田市から送信したメールにおいて、メール受信者が他の受信
者の電子メールアドレス（以下「アドレス」という。）を取得で
きる状態で送信し、個人のアドレス１１人分が誤って流出すると
いう事案が発生した。 

本件は、担当者がメールを送る際、直前に送った別の住民への
メールの文面を引用しようとしたところ、誤って別の住民のアド
レスが含まれたメールそのものを添付ファイルとしてしまったう
えに、送信前に、内容に問題がないかの確認作業を怠ったために
生じたもので、再発防止として、メール送信前の確認作業を徹底
するとともに、個人情報及び情報セキュリティに関する研修を実
施し、全庁にも注意喚起を行った。 

豊田浄水特定土
地区画整理事業
の換地処分に伴
う通知書類の誤
送付 

豊田浄水特定土地区画整理事業の換地処分に伴い、区域内で住
所が変更となった対象者に通知する書類について、他の対象者の
氏名及び住所が記載された文書（通知文）を誤って封入、送付
し、１０３人分の指名及び住所が誤って流出するという事案が発
生した。 

本件は、封入封緘機を用いた作業において、本来設置すべきで
ない別の対象者宛ての通知文を誤って設置してしまったうえに、
通知文の不足を印刷不良によるものと誤認し、必要な確認を怠っ
たために生じたものである。 

封入封緘作業の事務マニュアルを整備し所属内で周知するとと
もに、郵送する前に複数人による確認を徹底する等の再発防止策
を講じた。 

下水道使用料の
徴収誤り 

下水道使用料の徴収事務において、使用料の算定に誤りがあ
り、使用者４３人分の下水道使用料合計１０，９４５円を過大に
徴収していたという事案が発生した。 

本件は、令和７年４月の下水道使用料改定に伴い実施したシス
テム改修において、料金改定に伴う使用料算定基準の一部をシス
テムへ正しく反映しなかったことで、本来旧料金で算定すべき漏
水等による使用料の金額変更を、新料金で算定しまったために生
じたものである。 

再発防止策として、システム改修時には、仕様の変更箇所に不
足や誤りがないか確認する人数を増やすとともに、改修後の検証
項目について漏れがないか確認を徹底することとした。 
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（３）重大な不備に係る評価 

業務レベルの内部統制の不備のうち、各部局・所属における事務の自己点検によっ
て確認した８３件の不備については、いずれも「整備上の不備のうち、当該不備が著
しく不適切であり、大きな経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性が高いもの」
「運用上の不備のうち、不適切な事項が発生したことにより、結果的に大きな経済
的・社会的不利益を生じさせたもの」に該当するものでないことから、重大な不備に
は該当しないものと判断した。 

一方で、実際に生じた事務ミス案件「下水道使用料の徴収誤り」については、当該
不備が著しく不適切であり、大きな経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性が高
いため、整備上の重大な不備に当たると判断した。また、事務ミス案件「Ｅメール利
用時における不適切な取り扱い」及び「豊田浄水特定土地区画整理事業の換地処分に
伴う通知書類の誤送付」については、不適切な事項が実際に発生したことにより、結
果的に大きな経済的・社会的不利益を生じさせており、運用上の重大な不備に当たる
と判断した。 
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豊田市内部統制に関する方針 

豊田市は、市民に信頼される自治体として、行政サービスを持続的かつ安定的に提供し

ていくため、内部統制制度を導入します。そして、組織的かつ効果的に内部統制に取り組

むことで、持続可能な行財政運営の確保に努めます。 

本市では、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５０条第２項に基づき、取組の

基本的な考え方として、「内部統制に関する方針」を次のとおり定め、今後は、この方針

に基づき内部統制体制の整備及び運用を行います。 

 

１ 内部統制の目的及びその取組 

（１）財務等事務の公正な執行の確保 

会計事務などの財務に関する業務において、リスクを把握しつつ、適正なルールの

運用を行うことで、予算、決算等による財務報告等の信頼性を確保するとともに、そ

の情報の適切な保存及び管理に取り組みます。 

（２）業務に関わる法令等の遵守 

職員一人一人が業務に関わる法令その他の規範を理解し、遵守して適正に業務を執

行するとともに、組織としてチェックできる体制づくりに着実に取り組みます。 

（３）業務の効率的かつ効果的な遂行 

事務事業の業務プロセスを常に検証・見直し、改善をすることで、効率的かつ効果

的な業務執行に取り組みます。 

（４）資産の保全 

市が保有する財産を適正に管理するために、正当な手続に基づく取得、使用、処分

等を行うことで、その保全に取り組みます。 

 

２ 内部統制の対象とする事務 

（１）財務に関する事務 

（２）その他市長が必要と認める事務 

 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日 

 

令和３年３月１９日                             

豊田市長 太田 稔彦 
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（２）豊田市内部統制に関する推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


